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議案第１０号  

 

 

 

   飛騨市公益的法人等への職員派遣条例及び飛騨市職員の定年等に関する条例

等の一部を改正する条例の一部を改正する条例について  

 

 

 

 飛騨市公益的法人等への職員派遣条例及び飛騨市職員の定年等に関する条例等の

一部を改正する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり制定する。  

 

 

 

     令和５年２月２８日提出  

 

 

                      飛騨市長  都 竹  淳 也  

 

 

提案理由  

 任期付職員を派遣することができるよう定めるための改正  
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飛驒市公益的法人等への職員派遣条例及び飛驒市職員の

定年等に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改

正する条例 

 

 

（飛驒市公益的法人等への職員派遣条例の一部改正） 

第１条 飛驒市公益的法人等への職員派遣条例（平成16年飛驒市条例第40号）の一

部を次のように改正する。 

  第２条第２項第１号及び第10条第１項第１号中「その他の法律により任期を定

めて任用される職員」を削る。 

 

（飛驒市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 飛驒市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和４年飛驒

市条例第36号）の一部を次のように改正する。 

  附則中第22項を削り、第23項を第22項とし、第24項から第29項までを１項ずつ

繰り上げる。 

 

附 則 

 この条例中第１条の規定は令和５年４月１日から、第２条の規定は公布の日から

施行する。 
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（第１条）飛騨市公益的法人等への職員派遣条例新旧対照表        （傍線部分は改正部分） 

現 行 改正案 

第１条 略 第１条 略 

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 略 第２条 略 

⑴～⑶ 略 ⑴～⑶ 略 

２ 略 ２ 略 

⑴ 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用

される職員 

⑴ 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用

される職員 

⑵～⑹ 略 ⑵～⑹ 略 

３ 略 ３ 略 

第３条～第９条 略 第３条～第９条 略 

第10条 法第10条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる

職員とする。 

第10条 法第10条第１項に規定する条例で定める職員は、次に掲げる

職員とする。 

⑴ 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用

される職員 

⑴ 臨時的に任用される職員その他の法律により任期を定めて任用

される職員 

⑵～⑹ 略 ⑵～⑹ 略 

以下 略 以下 略 
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（第２条）飛騨市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例新旧対照表    （傍線部分は改正部分） 

現 行 改正案 

改正規定 略 改正規定 略 

附則 附則 

第１項～第21項 略 第１項～第21項 略 

（第２条に係る経過措置） （第２条に係る経過措置） 

第22項 暫定再任用職員（令和３年改正法附則第４条第１項若しくは

第２項又は第６条第１項若しくは第２項の規定により採用された職

員をいう。）に対する改正後の第２条第２項の規定の適用について

は、同項第１号中「任期を定めて任用される職員」とあるのは、「任

期を定めて任用される職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令

和３年法律第63号）附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員を除く。）」とす

る。 

第22項 暫定再任用職員（令和３年改正法附則第４条第１項若しくは

第２項又は第６条第１項若しくは第２項の規定により採用された職

員をいう。）に対する改正後の第２条第２項の規定の適用について

は、同項第１号中「任期を定めて任用される職員」とあるのは、「任

期を定めて任用される職員（地方公務員法の一部を改正する法律（令

和３年法律第63号）附則第４条第１項若しくは第２項又は第６条第

１項若しくは第２項の規定により採用された職員を除く。）」とす

る。 

第23項 略 第22項 略 

第24項 略 第23項 略 

第25項 略 第24項 略 

第26項 略 第25項 略 

第27項 略 第26項 略 

第28項 略 第27項 略 

第29項 略 第28項 略 

以下 略 以下 略 
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条例関係議案要旨 

議 案 名 飛騨市公益的法人等への職員派遣条例及び飛騨市職員の定年等に関

する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例について 

担 当 部 総務部 

提 案 理 由 任期付職員を派遣することができるよう定めるための改正  

制 定 改 廃 

の 根 拠 等 

市独自の改正 

条 例 の 

概 要 

１ 改正の趣旨 

社会福祉連携推進法人の設立及び運営開始に向けた全面的支援のた

め、市から当該法人に対し専門的な知識技能を有する一般任期付職員を

派遣することができるよう定めるための改正を行う。 

 

２ 改正の内容 

〔第１条〕 飛騨市公益的法人等への職員派遣条例（平成16年飛騨市条

例第40号。以下「派遣条例」という。）の一部改正 

これまで「公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する

法律」（平成12年法律第50号）の規定に基づき、派遣条例で定めるこ

とにより以下の職員から除かれていた「任期を定めて任用される職

員」について、その除外規定を削除するもの。 

⑴ 公益的法人等に派遣することができる職員  （第２条関係） 

⑵ 特定法人の業務に従事するために退職した者のうち採用するこ

とができる職員               （第10条関係） 

 

〔第２条〕 飛騨市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例

（令和４年飛騨市条例第36号。以下「定年等一部改正条例」

という。）の一部改正 

上記第１条による派遣条例の改正に伴い、定年等一部改正条例にお

いて規定していた「任期を定めて任用される職員」の読替規定が不要

となることから当該規定を削除するもの。  （附則第22項関係） 
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市 民 へ の 

影 響 等 

特になし 

施 行 日 （第１条）令和５年４月１日 

（第２条）公布の日 

備 考  

 


